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労働力調査 調査票の変更点について（新旧対照表）（案） 

【基礎調査票】 

 変更案 現 行 変更理由 

１ 

  

現行の設問⑥及び設問⑦を、設問⑮及び設

問⑯に移動することに伴い、現行の設問⑧及

び設問⑨は、設問⑥及び設問⑦に移動する。 

 

 

 

２ 

 

  

諮問第 39号の答申（平成 24年１月 20日）

における今後の課題に対応するため、「従業上

の地位」を把握する設問の雇用契約期間の定

めの有無の選択肢に、定めがあるか「わから

ない」及び雇用契約期間の選択肢に「期間が

わからない」を追加する。 

また、より詳細な雇用契約期間を把握する

ため、設問及び回答の選択肢を平成 29年就業

構造基本調査の１回当たりの雇用契約期間を

把握する設問に合わせる。 

 

３ 

 

 

 

（新設） 

 

従来の定義で把握している完全失業者に加

えて、失業者について、季節調整値による時

系列比較等が可能となった際に毎月公表でき

るようにするため、失業者の要件となる「求

職活動時期」の設問を特定調査票から基礎調

査票へ移動（新設）する。 

 

４ 

 

 

（新設） 上記３と同様に、失業者の要件となる「就

業可能時期」の設問を特定調査票から基礎調

査票へ移動（新設）する。 
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５  

 

 

 

 

 

 

設問⑬及び設問⑭の回答によって失業者に

判定された者が、失業に関する設問⑮及び設

問⑯を続けて回答することができるよう現行

の設問⑥及び設問⑦をここに移動する。 

これにより、記入漏れの防止を図る。 

 

失業者は、設問⑤で「仕事を探していた」
者及び設問⑬で「この１か月にした」かつ
設問⑭で「すぐつくことができる」と回答
した者である。 
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【特定調査票】 

変更案 現 行 変更理由 

１ 

 

（新設） 2013年の ILO決議で定義された未活用労働の

うち、「追加就労希望者」を新たに把握するため、

「就業時間の延長や仕事の追加」の設問を新設

する。 

 

２ 

  

 

ILO決議の求職期間１か月に合わせ、設問を

「この１か月に仕事を探したり開業の準備をす

るためにどのような方法をとりましたか」に変

更する。 

また、従来、設問Ｂ３の回答から把握してい

た過去に行った求職活動の結果を待っていた者

については、次ページ３の変更により、把握が

できなくなる。 

このため、回答の選択肢に「過去に行った求

職活動の結果を確認」及び「過去に行った求職

活動の結果を待っていた」を追加し、１か月の

求職方法を把握する。 

 

Ｂ欄は、失業者が回答する。 
失業者は、設問⑤で「仕事を探していた」

者及び設問⑬で「この１か月にした」かつ設
問⑭で「すぐつくことができる」と回答した
者である。 
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３ （削除） 

 

 

 

  これらの失業者には、基礎調査票で求職活動

の時期を調査しており、設問の重複となるため、

特定調査票から削除する。 

 

４ 

 

（削除） 

 

失業者について、季節調整値による時系列比

較等が可能となった際に毎月公表できるように

するため、失業者の要件となる「求職活動時期」

の設問を、特定調査票から基礎調査票へ移動（削

除）する。 

 

５ （削除） 

 

上記４と同様に、失業者の要件となる「就業

可能時期」の設問を、特定調査票から基礎調査

票へ移動（削除）する。 

 

６ 

 

 

 

 

未活用労働のうち、「就業可能非求職者」（求

職活動をこの１か月にしていないが、すぐに仕

事につくことができ、かつ就業を希望している

者）を把握するための設問であり、回答する者

が重複しないよう説明を追加する。 

 

 

 

 

 

基礎調査票の設問⑬で「この１か月にしな
かったがこの１年間にした」又は「この１年
間には全くしなかった」と回答した者は、非
労働力人口と判定され、そこで「記入おわり」
となる。 

このため、これらの者についてのみ特定調
査票設問Ｃ４で調査する。 

失業者は、設問⑤で「仕事を探していた」者
及び設問⑬で「この１か月にした」かつ設問⑭
で「すぐつくことができる」と回答した者であ
る。 


